中小製造業における知的資産経営研究 by 松浦 敏貴








































































4. 論文の構成  
本論で扱う知的資産に関する年代別の主な項目を整理すると図表 1-1 のよう
になる。まず、わが国においては、近年急激に知的資産経営につい議論されて
来ているが、 20 世紀と 21 世紀という大きな節目で見ると 1985 年頃の変革の
















（出所）山本 ,2009,pp.15-19 を参照し作成  
 
さらには、EU に拡大した生育・発展期の取り組みとして知的資産の測定と
マネジメントプロセスに焦点をあてた MERITUM Guidelines 2002 や PRISM 
Report 2003 があげられる。また、中小企業への普及を図る政府の取り組みと












ける SECI モデルをベースに個人レベルでの知識創造から集団レベル (非公式
組織 )さらに組織レベルでの知識創造へ知のスパイラルが起こる様子を Polanyi
の考察に遡って理論的な整理を行う。  





（1）まず、「第 2 章 知的資産経営とは」では、知的資産に関する暗黙知（ tacit  
knowledge）、知的資産（ knowledge assets）、知的財産権（ intellectual property）、
知的財産権（ intellectual property）、見えざる資産（ Invisible assets）、有形
資 産 （ tangible assets ）、 無 形 財 （ intangible goods ）、 無 形 コ ン ピ テ ン ス
 5
（ intangible competences）、無形潜在能力（ latent capabilities）  












































のが現状である。「第 6 章 日本における中小企業支援的アプローチ」では、政
策的な流れを振り返り、今後支援機関が関与していくべき方向性について論じ
る。 



















の流れを、知的資産のボックス 1 から戦略目標（中期計画）のボックス 2 への矢
印、さらには活動指標を明確にした取り組みを示すボックス 3 への流れを示して

















ックス 2 からボックス 4 に向かう矢印は、どのような事業戦略や技術戦略で、自
社の保有資源を評価していくのかという矢印である。保有しながらも活用できて
いないものや強化すべきもの、外部との連携により自社にはない資源を活用でき











































化し、同社の改革に影響しているのかを「第 9 章 スイコーの知的資産経営の
 9
分析」として記述した。  
 (9)最後に本論文の到達点と今後の課題について記述した。知的資産経営報告
書を作成した多くの中小企業にとっては、知的資産について初めて触れるケー
スが多く、支援機関や金融機関からの勧めで、取り組んだものがほとんどであ
る。  
本研究の過程では、知的資産経営をどのように行うべきか、戦略をまず構築
しなければならないとか、有形資産ではない無形資産を認識しなければならい
などの議論が生まれてきた。しかし、知的資産とはどのようなものか、当該企
業なりに作成してみることからはじめることが妥当であると考えるに至った。
保有資源の分析から始め、知的資産を選択・組合せ・創成し、戦略に活用する
という流れが、一般的な理論の流れであるが、現実的には中小企業には経営計
画そのものが存在しないものも多く、稚拙なものであっても自社の姿を記述す
ることによって、今まで気づかなかった自社の強み認識し、発展の糸口をつか
むことになるのである。  
理論面の今後の課題は、第一に、アクションリサーチにより、中小製造業に
おける知的資産経営の取り組みについてのメカニズムを明らかにすることがで
きたが、汎用性の高いアンケート調査等により一般化する必要がある。第二に、
中小企業における知的資産経営は、人的資産に依存するところが多く、構造資
産や関係資産が形成できていない。実践に使える中小企業の知的資産経営を示
す一般的な理論構築までには至っていない。第三に、金融機関による知的資産
経営報告書の活用は、今後地域の企業との関係性を高めるために必要なもので
あり、金融機関の目利き力の向上に依存することになる。しかし、その評価を
巡っては、財務分析のような普遍的な基準はまだ生まれていない。中小企業の
知的資産経営の指標化に向けた理論の整備が必要である。  
つぎに実践的な課題としては、知的資産経営報告書作成によってどのように
企業が変革できたか、企業支援の実践的な側面から、企業側の支援してもらう
能力、支援する側の人材育成、地域の企業とともに発展していくべき金融機関
としてどのように知的資産経営報告書を活用していくべきかという 3 つの課題
についてまとめている。  
金融機関が知的資産経営を評価し融資に結びつけることで中小企業が知的
資産経営を活用して持続可能で普遍的な価値を実現していくことにつながると
考えられるがその課題と展望につての論点を整理しながら知的産経営の今後の
展開についての私見を述べ総括とする。  
